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〈編注〉分類は50音順。

出所のない記事は企業会計基準委員（ASBJ）。

�会計基準等�
過年度遡及

＜本誌＞遡及適用した会社は申告書別表

で調整 3099（1/28）

企業結合

企業結合会計基準の改正案公表 3098（1/21）

＜本誌＞子会社株式の追加取得等による

剰余金変動 3100（2 / 4）

企業結合会計基準の審議再開 3112（5 / 6）

企業結合基準案の一部修正を検討 3114（5/20）

企業結合基準等の改正案を審議 3118（6/17）

収益認識

IASB新収益基準の検討状況を確認 3103（2/25）

税効果

上場会社の利益訂正理由，23％が税効果

会計 3098（1/21）

JICPA　「税効果会計に関するQ&A」改正

 3103（2/25）

ASBJの新規検討テーマ固まる 3106（3/18）

実務対応報告第18号を改正へ 3113（5/13）

退職給付

JICPA　退職給付指針を段階的廃止 3105（3/11）

＜本誌＞退職給付会計基準を早期適用す

る会社も 3107（3/25）

＜本誌＞改正退職給付会計基準アンケー

ト結果 3114（5/20）

包括利益

＜本誌＞当期純利益の表示方法見直しと

「１計算書」 3099（1/28）

ESOP

ESOP会計処理の審議を開始 3097（1/14）

ESOP会計処理を審議 3101（2/11）

ESOP実務対応報告叩き台を提示 3108（4 / 1）

ESOPの会計処理を議論 3112（5 / 6）

ESOP会計処理，７月にも公開草案へ 3117（6/10）

特別目的会社

SPC関連基準の検討状況取りまとめ開始

 3099（1/28）

SPC関連基準検討状況の文案審議 3102（2/18）

SPCの連結範囲等の検討，中間取りまと

め公表 3109（4 / 8）

リース

IASBとFASBがリース案公表 3115（5/27）

＜本誌＞借手のリース処理，不動産か否

かで区分 3116（6 / 3）

IASB/FASBリース公開草案を審議 3117（6/24）

経財ニュース・トピックス

総合索引
25 No.3096 ～3119

１月～６月

年
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その他

金融商品専門委開催� 3099（1/28）

中小会計要領普及へ４月から信用保証料

率割引� 3101（2/11）

＜本誌＞東証１部の３社に１社が決算日

統一� 3102（2/18）

＜本誌＞決算日の統一　仮決算や子会社

の決算日変更で対応� 3103（2/25）

＜本誌＞決算日変更に伴う損益調整，８

割がP/L処理� 3104（3 / 4）

24年版「中小企業会計指針」公表� 3105（3/11）

ASBJの新規検討テーマ固まる� 3106（3/18）

＜本誌＞本社移転と資産除去債務� 3111（4/22）

ASAFの審議内容を国内で事前協議� 3113（5/13）

実務対応報告第18号を改正へ� 3113（5/13）

ASAF対応専門委員会メンバー決定� 3115（5/27）

無形資産の基準化は当面見送り� 3115（5/27）

ASBJ/FASFレポート

第257回　企業結合基準案等を議決� 3097（1/14）

第258回　無形資産，特別目的会社を審

議� 3098（1/21）

第259回　IASBの今後の重点は，維持管

理と概念FWなど� 3102（2/18）

第260回　のれんと無形資産の分離認識

の要否を検討� 3107（3/25）

第261回　基準諮問会議が新規テーマを

提言� 3109（4 / 8）

第263回　ASAF第１回会議を報告� 3113（5/13）

第264回　無形資産の基準化見送り� 3115（5/27）

第265回　FASB公開草案「信用損失」

へのコメント対応を議論� 3117（6/10）

�開示関係の法令・制度等�
金融庁関係

指定国際会計基準に16本追加� 3097（1/14）

不正リスク対応基準で開示ガイドライン

等手当て� 3108（4 / 1）

有報レビュー踏まえ留意事項示す� 3109（4 / 8）

25年３月期の有報作成上の留意事項�3110（4/15）

不公正取引の防止に向け注意喚起� 3110（4/15）

内閣府令の一部を改正，不正新基準受け 

� 3116（6 / 3）

金融庁　有報提出期限，延長承認の取扱

いを明確化� 3118（6/17）

経産省　開示制度の諸課題を検討� 3119（6/24）

�会社法改正等�
＜本誌＞社外取締役の選任状況と今後の

留意点を確認� 3107（3/25）

＜本誌＞「社外取締役を選任しない理由」

は？� 3111（4/22）

法務省関係

会社計算規則の改正案を公表� 3106（3/18）

会社計算規則の一部を改正� 3115（5/27）

�監査・レビュー�
監査役協会関係

社外監査役，有資格者が４割超� 3106（3/18）

第76回監査役全国会議を開催� 3110（4/15）

企業会計審議会関係

不正リスク対応基準　公開草案公表� 3097（1/14）

不正リスク対応基準　修正案を議論� 3105（3/11）

不正リスク対応基準の議論終了� 3106（3/18）

不正リスク対応基準正式適用へ� 3108（4 / 1）

日本公認会計士協会（JICPA）関係

不正リスク対応基準踏まえ「監査人の交

代」指針改正へ� 3100（2 / 4）

年金資産の監査手続で研究報告案公表� 3101（2/11）

年金基金監査の研究報告草案公表� 3103（2/25）

改正監査基準報告書（案）公表� 3105（3/11）

年金基金監査の研究報告公表� 3109（4 / 8）

年金資産監査手続の研究報告公表� 3109（4 / 8）

監査及び四半期レビュー契約書の作成例

を改正� 3112（5 / 6）

「監査人への責任追及は，第三者委の目

的外れる」� 3115（5/27）

JICPA　企業価値評価ガイドライン改正
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案公表� 3117（6/10）

JICPA　25年９月までに締結した監査契

約は旧税率適用� 3119（6/24）

JICPA　改正監査報告書公表� 3119（6/24）

�企業動向�
＜本誌＞IFRS任意適用２ケタへ� 3097（1/14）

TSR　円安進行で１ドル＝88円台，企業

の下期想定は78 ～ 80円� 3097（1/14）

ディスクロ研究学会　上場会社の利益訂

正理由，23％が税効果会計� 3098（1/21）

＜本誌＞会計監査人の異動　24年は75社 

� 3098（1/21）

＜本誌＞MBOによる上場廃止　24年は

10社� 3099（1/28）

＜本誌＞内部統制は有効でないと訂正す

る会社が増加� 3100（2 / 4）

＜本誌＞2012年　新規上場は46社� 3100（2 / 4）

＜本誌＞決算日の統一　仮決算や子会社

の決算日変更で対応� 3103（2/25）

＜本誌＞株価上昇でPBRも改善� 3104（3 / 4）

＜本誌＞アドバイザリー契約から見る

IFRS対応（前・後編）� 3105・3106（3/11・18）

＜本誌＞退職給付会計基準を早期適用す

る会社も� 3107（3/25）

産業経理協　退職給付債務の計算，７割

が外注に� 3109（4 / 8）

楽天　24年12月期IFRS連結財表� 3109（4 / 8）

＜本誌＞内部統制は有効でないと訂正す

る会社が増加� 3100（2 / 4）

ソフトバンク　IFRS適用の影響公表� 3110（4/15）

産業経理協　ERP導入企業は42％　予算

差異分析や予算編成に活用� 3111（4/22）

TSR　不適切会計を開示した上場会社，

６社減の26社� 3112（5 / 6）

＜本誌＞退職給付基準アンケート� 3114（5/20）

電通　IFRS適用を検討　2015年３月期

から� 3116（6 / 3）

中外製薬・楽天がIFRS四半期報告書を

提出� 3116（6 / 3）

＜本誌＞開示すべき重要な不備，24.4 ～

25.2では11社� 3118（6/17）

週間「適時開示」ニュース

12/18 ～１/７� 3097（1/14）

１/８～１/14� 3098（1/21）

１/15 ～１/21� 3099（1/28）

１/22 ～１/28� 3100（2 / 4）

１/29 ～２/４� 3101（2/11）

２/５～２/11� 3102（2/18）

２/12 ～２/18� 3103（2/25）

２/19 ～２/25� 3104（3 / 4）

２/26 ～３/４� 3105（3/11）

３/５～３/11� 3106（3/18）

３/12 ～３/18� 3107（3/25）

３/19 ～３/25� 3108（4 / 1）

３/26 ～４/１� 3109（4 / 8）

４/２～４/８� 3110（4/15）

４/９～４/15� 3111（4/22）

４/16 ～４/22� 3112（5 / 6）

４/23 ～５/６� 3113（5/13）

５/７～５/13� 3114（5/20）

５/14 ～５/20� 3115（5/27）

５/21 ～５/27� 3116（6 / 3）

５/28 ～６/３� 3117（6/10）

６/４～６/10� 3118（6/17）

６/11 ～６/17� 3119（6/24）

�国際会計基準（IASB/IFRS）�
金融庁　指定国際会計基準に改訂IFRS

など16本追加� 3097（1/14）

IFRS任意適用２ケタへ� 3097（1/14）

IASB　概念フレームワークの改訂を優

先� 3101（2/11）

IFRS財団　メンバー選考段階，アジア・

オセアニア枠は３議席� 3106（3/18）

＜本誌＞アドバイザリー契約から見る
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�会計（＋IFRS）�
中国子会社の決算期 3097（1/14）

任意適用―利用者への影響 3097（1/14）

段階取得と支配の喪失 3098（1/21）

計上区分変更と遡及 3099（1/28）

決算日の統一 3100（2 / 4）

過年度決算の訂正と重要な不備 3100（2 / 4）

年金資産の内訳開示 3101（2/11）

取得関連費用 3102（2/18）

退職給付型ESOPと現行基準 3102（2/18）

決算日変更と遡及 3103（2/25）

全面時価評価法 3103（2/25）

IFRS対応（前後編） 3105･3106（3/11・18）

金融庁　IFRS対応，経団連が任意適用

円滑化へ４項目提示 3108（4 / 1）

IASBの助言機関メンバーにASBJ 3108（4 / 1）

楽天　24年12月期のIFRS連結財表を公表

 3109（4 / 8）

ソフトバンク　IFRS適用影響公表 3110（4/15）

ASAF　ロンドンで初開催 3111（4/22）

金融庁・会計審　任意適用要件や単体開

示のあり方など検討項目提示 3112（5 / 6）

金融庁　IASB議論の調査分析・意見発

信事務で入札実施へ 3113（5/13）

ASBJとIASBの定期協議は終了 3114（5/20）

IASB/FASBがリース公開草案公表 3115（5/27）

中外製薬・楽天がIFRS四半期報告 3116（6 / 3）

金融庁・企会審　IFRS任意適用の要件

緩和へ 3116（6 / 3）

自民　新株価指数創設でIFRS適用も検

討 3116（6 / 3）

電通　IFRS適用を検討　2015年３月期

から 3116（6 / 3）

経産省　IFRSに対する産業界の現状認

識・スタンスまとめる 3117（6/10）

金融庁・会計審　IFRS議論取りまとめ

へ／自民・会計小委も提言固める 3118（6/17）

経団連　IFRS対応で提言，「実務対応参

考事例」も公表 3118（6/17）

金融庁・会計審　IFRS対応で当面の方

針を提示 3119（6/24）

�学会・会計団体の動向その他�
古谷一之国税庁長官に聞く 3097（1/14）

25年会計士試験，第Ⅰ回短答式に1,071

人が合格 3098（1/21）

経団連調査　１人１ヵ月の福利厚生費は

10万3,298円 3101（2/11）

JICPA　統合報告，国際事例を研究 3103（2/25）

JICPA　監査報酬は平均4,633万円 3104（3 / 4）

単なる同調は国際化にあらず 3105（3/11）

企業会計基準委員会が新体制に 3107（3/25）

JICPA　新会長に森公高・現副会長 3107（3/25）

JICPA　上場会社の24％に組織内会計士

が在籍 3108（4 / 1）

JICPAシンポジウム　会計士は監査役に

適任か？ 3110（4/15）

JICPA会長声明　監査報酬の著しい減少

は品質低下招く 3112（5 / 6）

全官報が「政府刊行物専門書店」をオー

プン 3113（5/13）

金融庁　IASB議論の調査分析・意見発

信事務で入札実施へ 3113（5/13）

日本ディスクロ研究学会第７回大会 3114（5/20）

国税庁新長官稲垣氏にインタビュー 3114（5/20）

会計大学院の理想と現実 3115（5/27）

自民　新株価指数創設でIFRS検討 3116（6 / 3）

内部統制研究学会第２回セミナー 3117（6/10）

第11回青山学院「会計サミット」 3117（6/10）

JICPA東京会会長に柳澤義一氏が就任 

 3119（6/24）

ミニファイル
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暫定的な会計処理 3104（3 / 4）

開発型SPE連結へ 3105（3/11）

後発事象の比較情報 3105（3/11）

IFRS収益基準と期中報告 3106（3/18）

減価償却方法と遡及 3109（4 / 8）

３つの適用方法 3109（4 / 8）

資産除去債務の増減 3110（4/15）

海外子会社の資本金換算レート 3110（4/15）

社外取締役等の開示 3111（4/22）

会計基準変更時差異 3112（5 / 6）

当期純利益 3114（5/20）

業績予想の非開示 3114（5/20）

繰延税金資産の回収可能性 3115（5/27）

のれんとM＆A 3115（5/27）

非連結子会社 3116（6 / 3）

エンドースメントの方法 3117（6/10）

FLとOL 3117（6/10）

退職給付会計の早期適用 3118（6/17）

四半期キャッシュ・フロー計算書 3119（6/24）

重要性基準 3119（6/24）

�会社法�
親会社株式取得規制 3098（1/21）

知見を有する監査役 3107（3/25）

計算書類における退給の注記 3116（6 / 3）

�監査�
監査報酬の減少 3104（3 / 4）

特定有価証券 3106（3/18）

�その他�
中小企業金融円滑化法 3099（1/28）

上場会社のFASF加入状況 3101（2/11）

JICPA会長の選出方法 3107（3/25）

MBメンバーの要件・評価方法 3108（4 / 1）

不正追及と上場廃止基準 3108（4 / 1）

規制の穴？ 3111（4/22）

コミットメント型ライツ・オファリング 3112（5 / 6）

縦覧に供する場所 3113（5/13）

WSSとASAF 3113（5/13）

やむを得ない理由 3118（6/17）

�会計基準�
■企業結合

・「企業結合に関する会計基準（案）」及び関連する他の会計基準等の改正案の解説 3102（2/18）

 企業会計基準委員会　専門研究員　村田　貴弘

・「『企業結合に関する会計基準（案）』及び関連する他の会計基準等の改正案」と少数株主持

分をめぐる議論 3112（5 / 6）

 公認会計士　山田　善隆

■退職給付

・退職給付会計に関する数理実務基準等について 3099（1/28）

 新日本有限責任監査法人　年金数理人・日本アクチュアリー会正会員　藤井　康行

・Q&Aで分かる！未認識項目の負債計上に係る税効果会計の適用～未認識数理計算上の差

異等に係る税効果，繰延税金資産の回収可能性の判断～ 3103（2/25）

 新日本有限責任監査法人　太田　達也

・退職給付実務指針の廃止に関する解説及び実務上の諸問題の整理 3105（3/11）

 有限責任 あずさ監査法人　前田　啓

・中退共と退職給付会計 3111（4/22）

解　　説
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� あらた監査法人　代表社員　小澤　元秀

・退職給付に係る未認識債務計上とその他包括利益表示―2012年度退職給付に関するアン

ケート調査研究―� 3112（5 / 6）

� 福井県立大学　教授　徳前　元信／創価女子短期大学　教授　大野　智弘

・退職給付に関する会社計算規則の一部を改正する省令の解説� 3119（6/24）

� 前法務省民事局　高木　弘明／藤原　正啓

■連結

・連結決算誌上セミナー　基本と全体像を再確認！

第１回　連結決算とは� 3100（2 / 4）

第２回　資本連結� 3101（2/11）

第３回　債権債務・損益取引・未実現利益の消去，貸倒引当金の調整� 3103（2/25）

第４回　連結上の税効果，持分法，在外子会社の個別財務諸表の換算� 3104（3 / 4）

第５回（最終回）　総まとめ� 3105（3/11）

補講（前編）～『資本連結』を完全理解！～� 3110（4/15）

補講（中編）～『資本連結』を完全理解！～� 3111（4/22）

補講（後編）～『資本連結』を完全理解！～� 3113（5/13）

� 公認会計士　飯塚　幸子

■金融商品

・シリーズ　基礎からわかる金融商品会計

第１回　金融商品の範囲，金融資産及び金融負債の発生の認識� 3107（3/25）

第２回　金融資産及び金融負債の消滅の認識（１）� 3109（4 / 8）

第３回　金融資産及び金融負債の消滅の認識（２）� 3111（4/22）

第４回　金融資産及び金融負債の貸借対照表価額等（１）� 3114（5/20）

第５回　金融資産及び金融負債の貸借対照表価額等（２）� 3116（6 / 3）

第６回　金融資産・負債の貸借対照表価額等（３）� 3118（6/17）

� 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　園生　裕之

・2013年におけるASBJの活動の方向性� 3096（1 / 7）

� 企業会計基準委員会　委員長　西川　郁生

・特別目的会社の連結範囲等に関する検討の中間取りまとめの公表について� 3113（5/13）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　原田　達

�会計実務等�
・経理実務最前線！Ｑ＆Ａ　監査の現場から

第29回（最終回）　包括利益計算書が開示制度に与える影響� 3097（1/14）

� 新日本有限責任監査法人　ナレッジ本部企画　公認会計士　榎本　有里沙

・平成25年3月期決算対策　Ｑ＆Ａで分かる！会計＆税務のポイントと対応� 3099（1/28）

� 新日本有限責任監査法人　太田　達也

・３月期決算対策　平成25年３月期決算における決算スケジュール� 3100（2 / 4）
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� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　太田　達也

・監査人はココに注目！平成25年３月期決算のポイントと留意事項� 3101（2/11）

� 公認会計士　山田　善隆

・【決算実務基礎講座】100%子会社の吸収合併―会計・税務処理� 3111（4/22）

� 小川哲也公認会計士・税理士事務所　代表　小川　哲也

■決算日の統一・早期化

・座談会　決算日統一と決算早期化

＜前編＞………………………………3100（2 / 4）　＜後編＞…………………………………3101（2/11）

帝人　大沢　和弘／横浜ゴム　松尾　剛太／カゴメ　森島　孝男／

� サッポロホールディングス　三箇　慎一／有限責任監査法人トーマツ　小堀　一英

・決算をマクドナルド化しよう！～決算早期化の５つのポイント～

第１回　森を見る視点を持とう！� 3101（2/11）

第２回　子会社に優しくなろう！� 3102（2/18）

第３回　重要性を考えよう！� 3104（3 / 4）

第４回　属人化をやめよう！� 3105（3/11）

第５回（最終回）　会計監査を理解しよう！ 

� 3106（3/18）

� 株式会社アガットコンサルティング　公認会計士　武田　雄治

・決算日統一と決算早期化に関する留意点

第１回　決算日統一の背景と必要性，実務上の論点①� 3106（3/18）

第２回　決算日統一の背景と必要性，実務上の論点②� 3107（3/25）

� 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　岸田　靖

第３回　決算早期化� 3108（4 / 1）

� 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　国宗　智子

第４回　ITシステム上の留意点� 3109（4 / 8）

� 有限責任監査法人トーマツ　エンタープライズ リスク サービス部　本木　賢太郎

第５回（最終回）　税務上の手続と留意点� 3110（4/15）

� 税理士法人トーマツ　西野　拓／福井　絢

■管理会計

・シリーズ　これからの管理会計を語ろうⅡ　ケーススタディ編

第１回　長年赤字だった企業が1年で黒字に� 3100（2 / 4）

第２回　マトリクス組織で売上増大� 3102（2/18）

第３回　商社系SIベンダーの失敗� 3104（3 / 4）

第４回　JALの復活を支えた管理会計� 3106（3/18）

第５回　京セラ　アメーバ経営の本質� 3108（4 / 1）

第６回　Googleの “生態系モデル”� 3110（4/15）

第７回　なぜウォークマンはiPodに敗れたか� 3112（5 / 6）

第８回　サムスン電子の強さの秘密� 3114（5/20）

第９回　相次ぎ破格の買収を仕掛けるソフトバンク� 3116（6 / 3）

第10回　月次決算と年次決算の擦り合わせに丸３日� 3118（6/17）
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� 公認会計士　金子　智朗

・オラクルのグループ経営管理の仕組みと財務会計・管理会計のあるべき姿� 3115（5/27）

�日本オラクル㈱　取締役　執行役　副社長　最高財務責任者　野坂　茂／公認会計士　金子　智朗

�開示�
・新春寄稿　ディスクロージャー・　企業会計をめぐる取組みについて� 3097（1/14）

� 金融庁総務企画局　企業開示課長　栗田　照久

・次世代EDINETの概要と導入スケジュール（予定）について� 3103（2/25）

� 株式会社プロネクサス　XBRL推進室長　竹内　正

・有価証券報告書の作成上の留意点　平成25年３月期提出用� 3113（5/13）

� 公益財団法人　財務会計基準機構　開示室グループ長　渡部　類

・シリーズ　世界に広がる「統合報告」のすべて

第８回　価値創造ストーリーの背後にある「つながり」の仕組み～結合性～� 3099（1/28）

� IIRC　テクニカル・マネージャー　三代　まり子

第９回　統合報告における重要性� 3103（2/25）

� 公認会計士，IIRC Technical Task Forceメンバー　森　洋一

第10回　投資家視点の統合レポーティング� 3107（3/25）

� NPO法人　社会的責任投資フォーラム　会長　荒井　勝

第11回　新たな現実に向き合う統合報告� 3111（4/22）

� 一橋大学大学院　教授　伊藤　邦雄

�会社法�
・事業承継の個別課題と事業承継支援マニュアルの活用

第１回　『事業承継支援マニュアル』の実務活用について� 3102（2/18）

� 公認会計士　城所　弘明

第２回　事業承継における事業価値源泉の把握と分析� 3104（3 / 4）

� 公認会計士　櫻井　政夫

第３回　事業承継環境の分析� 3106（3/18）

� 公認会計士　清水　久員

第４回　種類株式を利用した事業承継� 3108（4 / 1）

� 公認会計士　小峯　勇

・役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ

＜183＞　慰労金制度の存続と廃止� 3097（1/14）

＜184＞　監査・監督委員会設置会社の取締役の報酬� 3103（2/25）

� 弁護士　小林　公明

・ズバリ，６月総会ここがポイント　経理・財務に特化した想定問答� 3116（6 / 3）

� 公認会計士　轟　茂道

�監査�
・不正対応の監査基準制定により，わが国監査は変わるのか？� 3098（1/21）
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太陽ASG有限責任監査法人　総括代表社員（CEO）　梶川　融

青山学院大学大学院　会計プロフェッション研究科　教授　八田　進二

・不正リスク対応基準　解体新書

＜座談会第一部＞設定当局が語る真意� 3113（5/13）

金融庁総務企画局　企業開示課長　栗田　照久 

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　八田　進二 

金融庁企業開示課　企業会計調整官　野村　昭文 

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　町田　祥弘

＜座談会第二部＞基準利用者が巡らす思案� 3113（5/13）

� 浜田　康／井上　隆／荻原　紀男／八田　進二

・不正リスク対応基準について� 3113（5/13）

� 金融庁企業開示課　企業会計調整官　野村　昭文

・審査会第４期の審査及び検査の基本方針及び平成25年度の審査基本計画及び検査基本計画

について� 3117（6/10）

� 公認会計士・監査審査会　柳川　俊成／中　泉

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�
・新春スペシャル鼎談　経営理念が問われる時代を迎えて―IFRSへの向き合い方と監査人

への期待― � 3096（1 / 7）

� 花王株式会社　藤田　喜徳／カゴメ株式会社　佐伯　健／公認会計士　岡村　憲一郎

・＜新春特別インタビュー＞山田辰己前IASB理事に聞く　日本のIFRSへの取組みと今後の

国際対応� 3098（1/21）

・新春特別対談　西川 郁生 企業会計基準委員会（ASBJ）委員長 VS 鶯地 隆継 国際会計基準

審議会（IASB）理事―日本基準の課題とIFRSの将来像― � 3101（2/11）

� 企業会計基準委員会　委員長　西川　郁生／国際会計基準審議会　理事　鶯地　隆継

・国際会計基準（IFRS）の現状とわが国の対応　～経団連提言の概要� 3117（6/10）

� 経団連経済基盤本部副本部長　井上　隆

■シリーズ　IFRSを導入したわが社の取組み＜続＞

　第10・11回………………………………3117（6/10）　第12回………………………………3118（6/17）

HOYA株式会社　財務部　連結グループ

■IASBの収益認識プロジェクトの動向

③　収益認識の累計額とライセンスを中心に� 3097（1/14）

④　買戻し契約とファンドマネジャーの報酬を中心に� 3103（2/25）

⑤　開示を中心に� 3108（4 / 1）

� 有限責任 あずさ監査法人　マネジャー　松田　麻子

■IFRSにおける適用上の論点

第11回　関連当事者についての開示� 3102（2/18）

有限責任 あずさ監査法人　IFRS本部　パートナー　山邉　道明／マネジャー　長谷川　友美
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第12回　初度適用における企業結合に関する免除規定� 3104（3 / 4）

� 有限責任 あずさ監査法人　IFRS本部　パートナー　辻野　幸子

第13回　子会社，支店及び関連会社に対する投資等に関する税効果� 3109（4 / 8）

有限責任 あずさ監査法人　IFRS本部　パートナー　長谷川　義晃／シニアマネジャー　小野　聖実

第14回　共同支配事業の判定～「その他の事実及び状況」の判断� 3115（5/27）

� 有限責任 あずさ監査法人　IFRS本部　パートナー　林　祐樹／シニアマネジャー　三上　伸也

15回　公正価値測定� 3119（6/24）

� 有限責任あずさ監査法人　田中　弘隆／松田　麻子

■IFRSをめぐる動向

第50回　収益認識（2012年９月以降の再審議の状況）� 3101（2/11）

� あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子

第51回　IASBの新たなプロジェクト～農業と料金規制事業～� 3105（3/11）

� あらた監査法人　公認会計士　吉岡　亨

第52回　収益認識（開示および経過措置に関する再審議の状況）� 3110（4/15）

� あらた監査法人　公認会計士　井上　雅子

第53回　概念フレームワーク と会計基準アドバイザリー・フォーラム� 3116（6 / 3）

� あらた監査法人　公認会計士　山口　峰男

■概念からひもとくIFRS

第１回　IAS第１号「財務諸表の表示」① � 3098（1/21）

第２回　IAS第１号「財務諸表の表示」② � 3100（2 / 4）

第３回　IAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」� 3102（2/18）

第４回　IAS第33号「１株当たり利益」・IFRS第８号「事業セグメント」・IAS第24号「関連

当事者についての開示」� 3104（3 / 4）

第５回　IAS第８号「会計方針，会計上の見積りの変更及び誤謬」・IAS第10号「後発事象」� 3106（3/18）

第６回　IAS第２号「棚卸資産」� 3108（4 / 1）

第７回　IAS第16号「有形固定資産」① � 3110（4/15）

第８回　IAS第16号「有形固定資産」②・IAS第38号「無形資産」①� 3112（5 / 6）

第９回　IAS第38号「無形資産」② � 3114（5/20）

第10回　IAS第36号「資産の減損」� 3116（6 / 3）

第11回　IAS第23号「借入コスト」・IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続

事業」・IFRS第13号「公正価値測定」� 3118（6 / 3）

� 米国財務会計基準審議会（FASB）　国際研究員　川西　安喜

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点

（68）　IFRSにおける現物出資・会社分割� 3098（1/21）

（69）　IFRSにおける株式の減損� 3099（1/28）

（70）　暫定的な会計処理の確定の取扱い� 3101（2/11）

（71）　IFRSにおける資本負債の振替� 3104（3 / 4）



27

（第三種郵便物認可）25．6．24　 No. 3119

（72）　資本の範囲と利益計算� 3106（3/18）

（73）　IFRSと公正価値会計� 3108（4 / 1）

（74）　IFRSの予想信用損失モデル（１）� 3110（4/15）

（75）　IFRSの予想信用損失モデル（２）� 3112（5 / 6）

（76）　OCIとリサイクリング� 3114（5/20）

（77）　IASBの再公開草案『リース』（１）� 3117（6/10）

� 早稲田大学　大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一

■Ｑ＆Ａでわかる！初めてのIFRS　中級編

第13回：引当金，偶発負債及び偶発資産 

� 3096（1 / 7）

第14回：従業員給付� 3098（1/21）

第15回：株式報酬 � 3100（2 / 4）

第16回：金融商品① � 3103（2/25）

第17回：金融商品② � 3105（3/11）

第18回：金融商品③ � 3107（3/25）

第19回：法人所得税� 3109（4 / 8）

第20回：企業結合� 3111（4/22）

第21回：連結・持分法① � 3114（5/20）

第22回：連結・持分法② � 3116（6 / 3）

第23回：関連当事者・セグメント情報� 3118（6/17）

� 京都監査法人　山田　善隆

■コーポレート・ガバナンスにとってIFRSとは何か

シリーズNo.6，Part 3　コーポレート・ガバナンスにとってIFRSとは何か� 3109（4 / 8）

シリーズNo.6，Part 4　コーポレート・ガバナンスにとってIFRSとは何か� 3111（4/22）

� フジタ国際会計コンサルティング㈱　代表　藤田　敬司

・公正価値測定に関する教育マテリアルについて

＜前編＞…………………………………3101（2/11）　＜後編＞………………………………3102（2/18）

� 有限責任 あずさ監査法人　公認会計士　太田　実佐

・IASB・FASB リースプロジェクトの最新動向� 3111（4/22）

� あらた監査法人　公認会計士　矢農　理恵子

�海外事情�
■アジアビジネス最前線！

シンガポール税務・投資インセンティブの活用実務� 3097（1/14）

� プライスウォーターハウスクーパース シンガポール　パートナー・公認会計士　服部　基之

インドネシアの関税トピック� 3100（2 / 4）

プライスウォーターハウスクーパースインドネシア・ジャカルタ事務所 

　日系企業部テクニカルアドバイザー　北村　浩太郎

台湾の会計・監査制度� 3102（2/18）

プライスウォーターハウスクーパース台北事務所　日本企業部　ディレクター　奥田　健士 

日本企業部　シニアマネージャー　谷吉　英樹

ベトナムの銀行における内部監査� 3104（3 / 4）

プライスウォーターハウスクーパース ベトナム・ハノイ事務所　日系企業部　マネージャー　井上　智 

あらた監査法人　ベトナムデスク　マネージャー　甲府方　英輔
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中国における日系企業の内部管理強化� 3106（3/18）

プライスウォーターハウスクーパース中国　日本企業部パートナー　高橋　忠利 

プライスウォーターハウスクーパース中国　日本企業部シニアマネージャー　穐吉　孝明

フィリピン経済区庁の優遇措置と日系企業進出の留意点� 3109（4 / 8）

プライスウォーターハウスクーパース　マニラ事務所　日系企業部マネージャー　東城　健太郎

シンガポール2013年度政府予算案と税制改正要綱� 3110（4/15）

プライスウォーターハウスクーパース シンガポール　パートナー・公認会計士　服部　基之

インドの監査制度の特徴と進出の留意点� 3113（5/13）

プライスウォーターハウスクーパース　バンガロール事務所 

　日本企業部シニアマネージャー　尻引　善博

マレーシアにおけるIFRS導入と決算早期化について� 3115（5/27）

プライスウォーターハウスクーパース マレーシア　クアラルンプール事務所 

　監査部門　エグゼクティブ・ディレクター　公認会計士　杉山　雄一

タイ国における移転価格税制の現状 � 3117（6/10）

プライスウォーターハウスクーパース バンコク会計事務所　魚住　篤志／米岡　光二郎

インドネシアの税務トピック� 3119（6/24）

� プライスウォーターハウスクーパース インドネシア　ジャカルタ事務所　北村　浩太郎

■海外会計トピックス

2012年の英米でのビジネス事項トップ10他� 3097（1/14）

銀行監査担当のCPA処分，不正と言葉，その他� 3098（1/21）

FASBレポ取引の基準，ボーイングの会計処理，その他� 3099（1/28）

効果的な事業報告，不正会計（不適切な会計と租税回避）など� 3100（2 / 4）

内部監人は戦略を見よ，米国政府の決算と監査意見，その他� 3101（2/11）

格付会社の危機，製薬会社が租税回避で業績アップ，その他� 3102（2/18）

危機とコスト削減，PCAOBの年度予算，その他� 3103（2/25）

英国でのBig４事情，CFOとIT，その他� 3104（3 / 4）

失敗・不正の代償，選択の理由� 3105（3/11）

2013年の会計の優先課題，しっかりしろ監査事務所，その他� 3106（3/18）

IFAC：効果的な事業報告手続，サブプライムの次なる金融危機？，その他� 3107（3/25）

Libor不正で訴訟，PCAOBとCOSOの動き，監査業界� 3108（4 / 1）

英語とフランス語でIFRSが異なる？　不正にまつわる会計と税務，その他� 3109（4 / 8）

SECの内部統制などに重要な欠陥あり，法務コストの削減法，その他� 3110（4/15）

CPAのインサイダー事件，集団訴訟；件数は減ったが金額は増加，その他� 3111（4/22）

工業化社会以降の会計，監査人を監査する時代となった，その他� 3112（5 / 6）

経理マンとCPAが知っておくべきこと，租税回避とBig４，その他� 3113（5/13）

SEC：実態調査から見る監査ミス，FASB：会計基準の優先順位，その他� 3114（5/20）

COSOの新たな内部統制の枠組み，SOXコスト上昇など� 3115（5/27）
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CFOの役割（経営に役立つ業務），その他� 3116（6 / 3）

SEC：不正会計をターゲット，FASB，IASBでの検討事項，その他� 3117（6/10）

企業の財務報告の信頼性低下，SECと新COSO報告書，その他� 3118（6/10）

ビッグデータがCFOに役立つ５つのこと，EUの会計事情，その他� 3119（6/24）

� 文京監査法人　飯田　信夫

■海外年金・会計レポート

第45回　世界でトップに評価されるデンマークの年金制度� 3096（1 / 7）

第46回　世界主要国の財政状況と年金評価の関連� 3103（2/25）

第47回　支給額カットに対応するオランダの年金� 3107（3/25）

第48回　米国自治体が直面する年金財政のブラックホール� 3109（4 / 8）

第49回　課題多く急がれる中国の年金改革� 3114（5/20）

第50回（最終回）　外から見たニッポンの年金制度の評価� 3116（6 / 3）

� 年金コンサルタント　内田　博史

■中国子会社のこれからの管理

第１回　中国の会計，税制等の全体像� 3106（3/18）

第２回　会社設立・新規連結時の留意点� 3108（4 / 1）

第３回　購買・在庫管理時の留意点� 3110（4/15）

第４回　販売・与信管理時の留意点� 3112（5 / 6）

第５回　資金・固定資産管理時の留意点� 3114（5/20）

第６回（最終回）　工場移転・持分譲渡・撤退時の留意点� 3116（6 / 3）

有限責任 あずさ監査法人　中国事業室　シニアマネジャー 公認会計士　増田　進／ 

有限責任 あずさ監査法人　IT監査部　マネジャー PMP，CISA，システム監査技術者　一ノ瀬　光裕 

KPMGビジネスアドバイザリー株式会社　ディレクター　足立　桂輔

�インタビュー・対談・座談会等�
・座談会　決算日統一と決算早期化

＜前編＞……………………………………3100（2 / 4）＜後編＞………………………………3101（2/11）

帝人　大沢　和弘／横浜ゴム　松尾　剛太／カゴメ　森島　孝男／ 

サッポロホールディングス　三箇　慎一／有限責任監査法人トーマツ　　小堀　一英

■シリーズ　「この人」に○○が聴きたい！

第２弾：金児　昭　Book-Keepingは「経営」そのもの “金児のBu-Ki”で世界を救いたい� 3103（2/25）

� 信越化学工業顧問，経済・金融・経営評論家，作家，前金融監督庁（現金融庁）顧問　金児　昭

■組織内会計士に聞く！

第９回　会計知識は社長の要件� 3104（3 / 4）

� 株式会社日本エム・ディ・エム　代表取締役社長　大川　正男

第10回　監査で得たソフトスキルを武器に� 3114（5/20）

� 株式会社バンダイナムコホールディングス　CFO　大津　修二
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■年頭所感

一般社団法人日本経済団体連合会　経済基盤本部長　阿部　泰久� 3096（1 / 7）

日本公認会計士協会　会長　山崎　彰三� 3096（1 / 7）

日本税理士会連合会　会長　池田　隼啓� 3096（1 / 7）

株式会社日本取引所グループ　代表執行役グループCEO　斉藤　惇� 3097（1/14）

公益財団法人　全国法人会総連合　会長　池田　弘一� 3097（1/14）

公益財団法人　財務会計基準機構　理事長　萩原　敏孝� 3097（1/14）

■新春特別寄稿

会計検査院～役割，検査の実態，および今後の方向～� 3098（1/21）

� 会計検査院　検査官（院長職務代行）　山浦　久司

神々の会計基準� 3098（1/21）

� 日本証券アナリスト協会　参与　金子　誠一

連単一致の誤解～会計制度の制度設計のあり方に関する議論の重要性～� 3098（1/21）

� 冴木　駿一

上場制度を巡る2012年の回顧と2013年の展望� 3099（1/28）

� 東京証券取引所　上場部長　松崎　裕之

＜緊急特別寄稿＞劣後受益権に関する収益認識―東京地裁判決に際して― � 3097（1/14）

� 早稲田大学　大学院会計研究科　教授　秋葉　賢一

・第８回アジア太平洋管理会計学会（APMAA）大会記� 3102（2/18）

� 別府大学　国際経営学部教授　APMAA理事　矢澤　信雄

・グローバル経済におけるIFRSの存在感を実感～ IASB本部訪問記～� 3111（4/22）

� 中央大学専門職大学院会計研究科　教授　高田橋　範充

■不正リスク対応基準　解体新書

＜座談会第一部＞設定当局が語る真意� 3113（5/13）

金融庁総務企画局　企業開示課長　栗田　照久 

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　八田　進二 

金融庁企業開示課　企業会計調整官　野村　昭文 

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　町田　祥弘

＜座談会第二部＞基準利用者が巡らす思案� 3113（5/13）

� 浜田　康／井上　隆／荻原　紀男／八田　進二

・＜新春特別インタビュー＞山田辰己前IASB理事に聞く　日本のIFRSへの取組みと今後の

国際対応� 3098（1/21）

・新春スペシャル鼎談　経営理念が問われる時代を迎えて―IFRSへの向き合い方と監査人

への期待― � 3096（1 / 7）

� 花王株式会社　藤田　喜徳／カゴメ株式会社　佐伯　健／公認会計士　岡村　憲一郎

・新春特別対談　日本基準の課題とIFRSの将来像� 3101（2/11）

� 企業会計基準委員会　委員長　西川　郁生／国際会計基準審議会　理事　鶯地　隆継
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・オラクルのグループ経営管理の仕組みと財務会計・管理会計のあるべき姿� 3115（5/27）

日本オラクル㈱　取締役　執行役　副社長　最高財務責任者　野坂　茂／公認会計士　金子　智朗

・西川郁生ASBJ委員長に聴く！　「日本の会計基準開発の現状と今後の展望」� 3117（6/10）

�コラム・書評等�
■企業経営と経済・社会

第11回　企業の向かう先は，多角化，海外進出か� 3099（1/28）

第12回　企業の価値評価の小噺� 3105（3/11）

� 横浜市立大学　大西　又裕

第13回　競争力強化の鍵� 3107（3/25）

第14回　人材は究極の無形資産� 3111（4/22）

第15回　アベノミクスには，半信半疑で� 3114（5/20）

第16回　非常識的発想のすすめ3119

� ライフネット生命保険㈱　顧問　大西　又裕

■現代会計の見方・考え方

第１回　衣装哲学と会計の本質―「慣習」の力― � 3099（1/28）

第２回　会計の政治化と規制の経済理論―メタの視点と「理論」のあり方― � 3103（2/25）

第３回　現代会計の歴史性―史的システムとしての会計― � 3106（3/18）

第４回　「会社とは何か」と会計―誰のための会計― � 3109（4 / 8）

第５回　インフォ－ムド・コンセントとフィデュシャリー―医者患者関係と現代会計― � 3115（5/27）

第６回　不確実性と現代会計� 3119（6/24）

� 駒澤大学　教授　石川　純治

■現代会計論考

第26回：ルール型と原則型の具体的な相違と会計情報への影響� 3096（1 / 7）

第27回：ルール型，原則型，どちらが経営管理に役立つか� 3099（1/28）

第28回：少数株主とは何か Part１� 3117（6/24）

第29回：少数株主とは何か Part２� 3118（6/17）

� フジタ国際会計コンサルティング㈱　代表取締役　藤田　敬司

■教えて，先生！

第５回　不正リスク対応基準� 3096（1 / 7）

第６回　当期純利益� 3100（2 / 4）

第７回　多重代表訴訟� 3105（3/11）

第８回　FCPAとBA� 3109（4 / 8）

第９回　監査時間と監査報酬� 3114（5/20）

第10回　４つの会計基準� 3119（6/24）

■世界会計よもやま話

豪州炭の主役に中国流� 3102（2/18）

中小企業版・国際会計基準の行方～フランスからの微笑み� 3107（3/25）

� 愛知工業大学　教授　岡崎　一浩
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■まったり談話

①「漢方のすすめ」……………………3112（5 / 6）　②「湯治の効能は信仰から」…………3114（5/20）

 大西　又裕

■楽しく身につく「ワールド英語」

Special Lesson　今回のテーマ　Surprising Corporate Governance Defi -ciencies at Olympus

（オリンパスのコーポレート・ガバナンスの不備） 3103（2/25）

早稲田大学大学院会計研究科　教授　ダニエル・ドーラン／

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科　教授　橋本　尚

■書評

川北　博／八田　進二著『対談　わが国会計・監査制度を牽引する　会計人魂！』 3100（2 / 4）

 経済ジャーナリスト（元日本経済新聞記者）　磯山　友幸

内藤　文雄著『財務情報等の監査・保証業務』 3102（2/18）

 一橋大学　福川　裕徳

中島　茂幸著『中小会社の計算書類と経理実務』 3105（3/11）

 公認会計士・税理士　太田　達也

あらた監査法人編　IFRS解説シリーズⅠ『従業員給付』 3108（4 / 1）

 日本大学　名誉教授　今福　愛志

鳥飼重和監修・町田祥弘編著『内部統制の法的責任に関する研究』 3114（5/20）

 弁護士　中村　直人

山口　利昭著『法の世界から見た「会計監査」』 3115（5/27）

 金融庁　検査局審議官　兼　公認会計士・監査審査会事務局長　佐々木　清隆

宝印刷総合ディスクロージャー研究所監修／小谷融編著『告発・課徴金・行政処分なしの視

点でみる　不適正な会計処理と再発防止策』 3116（6 / 3）

 新日本有限責任監査法人　持永　勇一

田村　正己／小谷　清著『中堅・中小企業のための業績管理の鉄則　MaPSの法則』 3117（6/10）

 公認会計士　金子　智朗

■新刊紹介

『会計監査人非設置会社の監査役の会計監査マニュアル』 3103（2/25）

・監査基準の改訂及び監査における不正リスク対応基準の設定に関する意見書 3113（5/13）

認識のズレ 3099（1/28）

ROEをいかに高めるか 3102（2/18）

グローバリゼーションの罠 3105（3/11）

多国間協議・決定に向うIFRSの設定 3109（4 / 8）

金融ビッグバンから会計ビッグバンへ 3113（5/13）

ASAFの発足とわが国の戦略対応 3115（5/27）

■ハーフタイム

資　　料


